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1 .趣旨 

 

本募集要項は、有田川町(以下「本町」という。)が、民間資金等の活用による公共施設等

の整備等の促進に関する法律(平成１１年法律第１１７号。以下「ＰＦＩ法」という。)に基

づき、令和６年１０月１８日に特定事業として選定した「かなや明恵峡温泉大規模改修及び

民営化事業」(以下「本事業」という。)を実施する民間事業者(以下「事業者」という。)を

公募型プロポーザル方式により募集及び選定するために必要な事項を定めるものです。本

事業の実施にあたっては、民間の資金、経営及び技術的能力の活用を図り、行政と民間のパ

ートナーシップ(公民連携)のもとで、効率的・効果的な施設の整備及び運営を目指すことと

します。 

本事業は、ＰＦＩ法に基づき、事業者が自らの提案をもとにかなや明恵峡温泉の大規模改

修とリニューアルオープンに向けた施設の改修設計・改修工事を行った後、かなや明恵峡温

泉及び周辺敷地(以下「対象施設」という。)を対象範囲として、本町が事業者に公共施設等

運営権(ＰＦＩ法に基づくコンセッション。以下「運営権」という。)を設定するものです。 

本事業の実施により、収益性の向上や持続可能な施設の運営を図り、町の主要な観光施設

として地域の活性化と交流人口の増加、観光の振興を目指すこととします。 

なお、本事業の事業概要及び実施方針は、「かなや明恵峡温泉の公共施設等運営権に係る

実施方針に関する条例」(以下「実施方針条例」という。)及び「かなや明恵峡温泉大規模改

修及び民営化事業実施方針」(以下「実施方針」という。)に明記しています。 

 

２ .事業の目的 

 

 平成１４年１０月にオープンしたかなや明恵峡温泉は、長年にわたり地域の人々に癒し

を提供し健康づくりの場として多くの人々に利用いただいている温泉施設です。建築から

２２年が経ち建物や設備など多くの部分が老朽化してきていることや、利用客数の減少、さ

らには維持管理費の増大により独自の収入源では採算をとることが困難な状況です。 

 このような現状をふまえ、サウンディング調査等を通じて今後のかなや明恵峡温泉の持

続可能な運営方法等を検討した結果、民間事業者の創意工夫を活かした発案による独自の

ビジネスモデルを導入することとします。 

事業化にあたっては次のコンセプトに基づき施設の整備と運営体制の構築により主要な

観光施設としてのブラッシュアップを図り、持続可能な施設の運営、観光の拠点として地域

の活性化と賑わいの創出、新たな交流人口の増加を事業の目的として事業者からの提案を

募集します。 

 

３ .事業のコンセプト 

 

1. 観光の拠点となるコンテンツの開発 

かなや明恵峡温泉の魅力を最大限に生かしたサービスの提供と、観光の拠点として地

域内外の方に利用していただける新たな事業コンテンツの開発による集客性の向上 
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2. まちの賑わいづくり 

本事業を通じて、人々の集まる場と市民交流の場を創出し、地域の活性化及び有田川

町全体に波及する賑わいを生む利活用 

 

3. まちの魅力発信 

本事業を通じて、かなや明恵峡温泉の魅力を高め、本町の観光産業及びまち全体の魅

力発信に貢献できる利活用 

 

4. 域内消費及び地域雇用の拡大 

本事業を通じて、人々の消費行動を促進し、域内消費の拡大に寄与し、また地域雇用

の拡大に貢献できる利活用 

 

5. 収益性の高いビジネスモデルの構築 

事業者の独自の発想による高い収益性と事業採算性を備えた、持続可能で安定的な経

営が見込まれる施設の利活用 

 

４ .事業の内容 

 

(１)事業名 

かなや明恵峡温泉大規模改修及び民営化事業 

 

(２)事業方式 

 本事業は、ＰＦＩ法に基づき選定された事業者が、本町と実施契約を締結して、対

象施設の改修設計及び改修工事を行った後、事業期間中における対象施設の維持管理

及び運営業務を遂行するＲＯ（Rehabilitate Operate）方式により実施します。ま

た、整備後の対象施設に対し、運営権を設定するコンセッション方式により本事業を

実施することとし、自由度の高い運営を目指します。 

 本町は、議会の議決を得た上で事業者に運営権を付与し、事業者は実施契約に従っ

て運営権者（以下「運営権者」という。）となり、対象施設の運営を行います 

 

(３)事業の範囲 

本事業の業務範囲は、以下のとおりとします。 

① 対象施設の改修設計、改修工事・工事監理に関する業務 

② 対象施設の運営に関する業務 

③ 対象施設の利用に係る料金の収受に関する業務 

④ 対象施設の維持管理及び保全に関する業務 

⑤ 対象施設の利用促進に関する業務 

 

(４)事業者の収入 

本事業に係る収入及び費用の考え方は、以下のとおりです。 
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① 改修工事とは 

 本要項における改修工事とは、町との実施契約締結後、運営権の設定までの間に

事業者が行う施設の修繕や改築、設備の更新など、本事業の目的を達成するために

必要な各種工事のことを指します。 

 

② 本町からのサービス購入料 

 本町は、本事業における設計（工事監理料を含む）・改修工事費相当額をサービス

購入料として、令和７年度から令和２７年度までの間、20年に分け平準化した上で

事業者に支払う予定です。サービス購入料の上限価格は 2億 6,000 万円（消費税込

み）とし、事業者からの提案によりその額を決定することとします。 

 なお、対象施設の老朽化に伴う設備等の更新や長寿命化、施設の整備に係る費用

はサービス購入料の対象としますが、本事業の運営費及び整備完了後の施設の維持

管理業務に係る対価については、本町から事業者へのサービス購入料の支払い予定

はありません。 

 また、サービス購入料の上限額を超える施設の整備費は事業者の自己負担で行っ

ていただきます。 

 

③ 利用料金収入等 

 運営権者は、実施方針条例第５条の規定に基づき、対象施設の利用料金の額を定

めるものとし、利用料金を収受し、その収入とすることができます。 

 

(５)サービス購入料の対象範囲 

 サービス購入料の対象範囲は、対象施設の改修設計費(工事監理料を含む。)及び改

修工事相当分(調査費、事務費等の関連費用を含む。)とします。また、対象範囲の詳

細については、「別表１ サービス購入料の対象区分」に例示していますので、そちら

を参照ください。なお、対象施設の運営・維持管理及び保全に係る費用はサービス購

入料の対象とはなりません。 

 

(６)運営権対価の支払い 

 運営権の設定後、実施契約に定める金額および方法により、運営権者は本事業に係

る運営権対価を本町に支払うものとします。 

 運営権対価の最低提案額は、年額０円以上とし、事業者が本町に運営権対価をいく

ら支払うか、固定した年額を提案してください。 

 

(７)対象施設等の修繕等 

 対象施設は、築後２２年が経過しており、不具合箇所も多く見られます。主な不具
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合箇所等は「資料２ 対象施設の主な設備・備品及び不具合箇所」を参照ください。

これらの不具合箇所の修繕、更新(設備類の更新等を含む。)については、サービス購

入料の対象とし、上限価格の範囲内において本町がその費用を負担することとしま

す。ただし、運営権設定後の対象施設の修繕、更新等は原則運営権者が行うことと

し、本町はその費用を負担しないものとします。 

 

(８)事業のスケシュール(予定) 

本事業のスケジュールは、概ね以下のとおりとなります。 

 

内容 日程 

基本協定の締結 令和７年３月頃 

実施契約の締結 令和７年６月頃 

対象施設の改修 令和７年７月頃～ 

運営権の設定 

(対象施設の改修内容により、運営権の設

定時期は大きく変動する場合があります) 

改修工事終了後に設定の予定 

 

(９)遵守すべき法令等 

事業者は、本事業を実施するにあたり、ＰＦＩ法のほか本事業を実施するために必要な

関係法令、条例、規則及び要綱等を遵守することとします。また各種基準及びガイドライ

ン等についても、事業者の責において、適宜参考にすることとします。 

また、本事業の実施にあたり、各種許認可の取得が必要な場合、本町と事業者が相互協

力のもと、事業者の責において行うこととします。 

 なお、本プロポーザルへの応募に際しては、以下の条例・規則は本事業に大きく関係す

るため、事前に十分に理解した上で本事業への企画提案を行ってください。 

 

① かなや明恵峡温泉の公共施設等運営権に係る実施方針に関する条例 

② 公衆浴場法 

③ 和歌山県公衆浴場衛生基準等に関する条例 

④ 和歌山県公衆浴場法施行細則 
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５ .応募資格要件 

 

 本プロポーザルに応募できる者(提案者になろうとする者)は、本事業の趣旨に沿った事

業構想を有し、その実現にふさわしい企画力、資力、経験及び社会的信用等を有する民間

の営利法人を含めた法人その他の団体(ただし、個人は除く。)とします。 

応募者は単独の法人(応募法人)又は複数の法人で構成されるグループ(応募法人グルー

プ)の別を問いませんが、応募法人として応募した場合は、他の応募法人グループの構成

員になることはできません。また、応募法人グループの構成員は、他の応募法人グループ

の構成員になることもできません。なお、応募法人又は応募法人グループの構成員は、次

に掲げる要件を満たしていることとします。 

 

(１)地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16号)第１６７条の４第１項に規定する者に該当

しないこと。 

(２)ＰＦＩ法第９条第１項各号のいずれにも該当しない者。 

(３)有田川町建設工事等契約に係る入札参加資格停止等措置要綱（平成 21 年 1月 30 日告

示第 1号）に基づく指名停止措置(指名保留を含む。)を受けていないこと。 

(４)会社更生法(平成 14 年法律第 154 号)に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法 

(平成 11 年法律第 225 号)に基づく再生手続開始の申立てがなされていないこと。 

(５)有田川町暴力団排除条例（平成 23年 9月 22 日条例第 13 号）第２条第１号に規定す

る暴力団、同条第２号に規定する暴力団員及び同上第３号に規定する暴力団員等(以

下「暴力団員等」という。)でないこと。また暴力団員等と社会的に非難されるべき

関係を有していないこと。 

(６)国税、和歌山県税、法人が所在する市町村税(支店・営業所等の受任者がいる場合は

受任者)を滞納している者でないこと。 

(７)事業者の選考にあたって、本町が設置する当事業に係る選定委員会 (以下「選定委員

会」という。)の委員が経営又は運営に直接関与していないこと。 
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６ .施設利活用に関する制限 

 

(１)提案の前提条件 

本プロポーザルへの提案にあたっては、次のことを前提条件とします。 

① 温浴施設としての運営を継続することを前提条件とします。 

② 対象施設範囲内の外構、機械室等の屋外付帯施設・工作物等、内装・設備類等につ

いては提案に基づき改変できるものとします。 

③ 対象施設内に残置してある備品類(家具等)は、本町から運営権者に貸与すること

を前提として、対象施設内で運営権者が利用できることとします。 

④ 実施契約の締結後、施設改修等の整備にかかる期間は１年以内とします。また運営

権開始後は速やかに開業することとします。 

⑤ 備品等を除く運営権設定の対象となる整備対象部分(実施方針で示している更新

投資の対象部分を含む。)については、整備前への現状回復は求めません。 

 

(２)利活用に関する用途の制限 

本事業は、次の用途に係る利活用はできません。 

① 風俗営業及びそれに類する用途 

② 近隣に影響を与えるような異臭・煙及び騒音・振動を発生する用途 

③ 危険物の取扱い・貯蔵・処理を専らとして行う用途 

④ 消費者金融並びに宗教活動・政治活動等を行う用途 

⑤ その他、町長が適さないと判断した用途 
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７ . 対象施設及び敷地周辺の概要 

 

(１)周辺環境 

本事業の対象となる敷地周辺環境は、以下の通りです。 

 

所在地 有田川町修理川 81-3 

敷地面積 16,561.36 ㎡（法面、山林部分含む） 

都市計画区域 都市計画区域外 

用途地域 用途地域指定無し 

容積率・建蔽率 無し 

位置図 

 

駐車場 80 台の駐車場と駐輪場 

交通アクセス 阪和自動車道有田 IC より約 20分。 

JR きのくに線藤並駅からタクシー等で約 30分。 
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(２)対象施設の概要 

①本事業の運営権設定対象施設は、以下のとおりです。敷地の概要及び配置図は添付資

料（資料１）に示すとおりとします。 

施設名称 かなや明恵峡温泉 

建築年 平成 14 年（築 22 年） 

構造・階数 温泉棟：鉄骨造一部鉄筋コンクリート造 

交流棟：大断面木造 1階建て 

延べ床面積 1597.96 ㎡ 

主な諸室 

室内浴場、室外浴場、更衣室、休憩室、救護室、レストラン、

厨房、会議室、事務室、機械室・電気室・ボイラー室、 

リラクゼーションコーナー、エステコーナー 

専用駐車場 80 台 

水道方式 
受水槽方式（引き込みメーター径 50 ㎜） 

飲用水槽 50 ㎥（加圧給水方式） 

ガス ガス給湯器（厨房施設のみ） 

受電方式 高圧受電方式 契約電力 235kW 

空調方式 
ホール、食堂等：電気式氷蓄熱空調 

厨房等その他：ＥＨＰパッケージ式 

下水道 合併浄化槽（360 人槽） 

温泉用設備 
温泉槽 37.5 ㎥、白湯槽 37.5 ㎥、チラー、ボイラー、濾過

機、熱交換器等 

その他主な設備 
屋内消火栓設備、自動火災報知設備、非常用放送設備、誘導灯

設備 

設計者（建設時） 川建築設計事務所 

 

⑤ 対象施設の図面等の貸与 

 対象施設の詳細を把握するため、対象施設の設計図等（ＣＡＤデータ等）を貸与し

ます。資料の貸与を希望する場合は、別紙資料の貸与申込書（様式第１号）に記載さ

れた条件に同意の上、必要事項を記入し事務局まで提出してください。 

 なお、貸与した資料は事務局の指定する期日までに返却して下さい。 
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８ . 運営権の設定期間 

 

運営権の設定期間は、運営権の開始の日から２０年とします。ただし、事業者が本

町に対して、運営事業終了日の２年前までに期間延長を希望する旨の届出を行った場

合は、実施方針に示すとおり、それまでの運営状況等を踏まえて、期間の延長(延長

オプション)について本町と協議できるものとします。 

 

 

９ . 応募の手続き 

 

(１) 現地見学会 

 令和６年１１月８日(金)～１２月１３日(金)の期間で随時実施します。現地見学を

希望する事業者は、別紙資料の現地見学会申込書(様式第 2号)に記人の上、下記の事

務局宛に電子メールによりお申し込みください。事務局にて日程調整の上、開催日時

を連絡します。なお、現地見学会は 1者につき複数回の参加も可能です。 

 

(２) 質疑・回答 

① 提出方法 別紙資料の質問書（様式第３号）により、電子メールにて提出してくだ

さい。 

② 提出期限 令和６年１２月２７日(金)１７時まで（必着） 

③ 提出先  有田川町産業振興部商工観光課（事務局） 

     メール送付先：n.syokokanko@town.aridagawa.lg.jp 

④ 回答方法 有田川町ホームページにて公表 

     ただし、事業者のノウハウや知的財産等に係るもの、競争上の地位その 

   他正当な利益を害するおそれがあると本町が認めるものについては、公 

   表の対象としません。 

⑤ 回答日  令和７年１月１０日(金)（予定） 

 

(３) 参加登録の手続き 

 本プロポーザルへの参加を希望される法人又はグループ(個人は不可)は、必ず参加

登録を行ってください。参加登録がない場合、提案書の提出はできません。参加登録

にあたっては、本募集要項、実施方針、ＰＦＩ法、公共施設等運営権及び公共施設等

運営事業に関するガイドライン(内閣府)、有田川町長期継続契約を締結することがで

きる契約を定める条例施行規則、運営権対価の税法上の取扱い等、関連する法令等を

理解・遵守の上で、下表の書類を提出してください。 
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① 参加登録に必要な書類 

書類名称 
様式 

番号 
備考 

参加申込書兼誓約書 ４号  

工ントリーシート ５号  

有田川町暴力団排除条例に係る誓約書( ※ ) ６号  

委任状 ７号 必要に応じて 

法人の国税の納税証明書の写し( ※ )  提出の３か月以内に発行のもの 

法人の和歌山県税の納税証明書の写し( ※ )  提出の３か月以内に発行のもの
和歌山県に納税がある場合のみ 

法人が所在する市町村税(支店・営業所等の
受任者がいる場合は受任者)の納税証明書の
写し( ※ ) 

 提出の３か月以内に発行のもの 

財務諸表の写し( ※ )  直近２事業年度決算のもの 

法人税及び地方法人税申告書の写し( ※ )  直近２事業年度決算のもの 

法人事業概況説明書の写し( ※ )  直近２事業年度決算のもの 

総勘定元帳の売上高部分の写し( ※ )  直近決算以降で、令和６年９月
期までのもの 

営業実績書( ※ ) ８号  

法人の登記事項証明書(現在事項証明) ( ※ )   

印鑑登録証明書の写し( ※ )  提出の３か月以内に発行のもの 

企画提案の概要(企画書Ａ) 
様式 
自由 

事業の企画概要を A３判１枚以
内にまとめてください。 

応募法人グループで参加登録をする場合、代表法人が参加登録の手続きを行ってくださ

い。ただし、( ※ )の書類はすべての構成員について提出してください。また、応募法人

が子会社の場合、親会社の書類の提出を求める場合があります。 

 なお、公益法人、NPO 法人等で法人税関係書類の提出が困難な法人、２事業年度の経営

実績のない法人については、事前に事務局までお問い合せください。 

 

② 提出期限 令和７年１月１７日(金)１７時まで（必着） 

③ 提出方法 持参又は郵送とします。なお、提出期限を過ぎて到着、持参したものに 

   ついては参加登録を認めません。郵送の場合は、配達証明付書留郵便と 

   し、上記の期限内の必着とします。消印有効ではありませんので、ご注 

   意ください。 
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④ 提出場所 〒６４３－０１５３ 

      和歌山県有田郡有田川町中井原１３６－２ 

   有田川町産業振興部商工観光課（金屋庁舎２階） 

⑤ 提出部数 １部 

   ただし、企画提案の概要(企画書 A)は紙媒体での提出とは別に、ＰＤＦ 

   ファイルを電子メール又はＣＤ-ＲＯＭで送付してください。 

   メール送付先：n.syokokanko@town.aridagawa.lg.jp 

⑥ 結果通知 令和７年１月２４日(金)までに参加登録の可否、１次審査の結果を応 

   募者に対して通知します。 
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(４) 企画提案書の受付 

 一次審査通過提案者からの企画提案書類等を以下のとおり受け付けます。応募に必

要な企画提案書類等は下表のとおりとし、以下の注意事項に従って提出してくださ

い。なお、企画提案書（企画書Ｂ）の様式は特に指定しませんが、本募集要項の内容

を熟読し、本事業の趣旨等を理解した上で、10（3）「審査基準」のポイントを押さえ

た企画提案書を作成し、提出してください。なお、プレゼンテーションは内容説明用

のプレゼンテーションソフト(パワーポイント等)を使用することを認めます。 

① 応募に必要な企画提案書類等 

書類名称 様式番号 備考 

提案価格に関する書類 ９号 
本町に求めるサービス購入料の総額と、

運営権対価の年額を記載してください。 

サービス購入料の内訳を示す書

類 
様式自由 

サービス購入料の根拠を示した内訳概

算書(工種別科目とその費用が分かるも

のとします。ただし、数量の算出までは

求めません)を必ず提出してください。 

企画提案書(企画書Ｂ) 

(紙及び P D F データ) 
様式自由 

以下の内容を提案ください。 

①全体計画提案 

(企画のコンセプト、事業の内容、事業

の効果、実施体制(協力業者)等) 

 

②提案事業のレイアウト案 

(配置・平面計画案、パース等) 

 

③改修、整備計画 

(施設の改修・整備内容の概要) 

 

④事業工程表 

(改修工事、運営開始までの工程表) 

 

⑤事業の収支計画 

(事業年度ごとの収支計画及び資金調

達計画、運営収人の根拠等) 
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② 提出期限 令和７年２月１４日(金)１７時まで（必着） 

③ 提出方法 持参又は郵送とします。なお、提出期限を過ぎて到着、持参したものに 

   ついては受付を認めません。郵送の場合は、配達証明付書留郵便とし、 

   上記の期限内の必着とします。消印有効ではありませんので、ご注意く 

   ださい。 

④ 提出場所 （３）と同じです。 

⑤ 提出部数 正本１部、副本６部 

   書類のうち企画提案書（企画書Ｂ）はＡ３判、その他の書類はＡ４判と 

   し、副本は複写可とします。 

   ただし、企画提案書は紙媒体での提出とは別に、ＰＤＦファイルを電子 

   メール又はＣＤ-ＲＯＭで送付してください。 

   メール送付先：n.syokokanko@town.aridagawa.lg.jp 

⑥ 注意事項 企画提案書類等には、法人の名称やロゴマークなど応募者を特定できる 

   ような表示はしないでください。 

 

(５)応募の失格事項 

次の項目に該当した場合は、応募を無効とします。 

① 本募集要項に示した応募資格を満たしていないことが判明した場合 

② 提出書類に虚偽の記載があった場合 

③ 本募集要項に示した条件に違反又は著しく逸脱した場合 

④ 審査の公平性を損なう行為があったと本町が認めた場合 

⑤ 応募者による事業遂行が困難であると判断される事実が判明した場合 

⑥ プレゼンテーション審査を欠席又は遅参した場合 

⑦ その他不正行為があった場合 

 

(６)応募に関する注意事項 

① 提出されたすべての書類は返却しません。 

② 提出後の書類の差し替え及び追加・削除は認めません。 

③ 本町が審査等を行うにあたり、必要と認める場合は、追加資料を求めることがあり

ます。 

④ 本事業への応募は、1者につき 1提案とします。 

⑤ 企画提案書類等の著作権は応募者に帰属します。ただし、本町が、事業者の選定の

公表等必要な場合は、優先交渉権者となった応募者の企画書Ａの内容を無償で使用

できるものとします。その他の提案書類については、公表の対象とはしません。ま

た、提案にあたっては、他者が保有する特許権や著作権等を侵害するものでないこ

とを保証した上で提案してください。なお、提案者が事業者となった場合、企画提
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案書類等の書類については、本町が必要とする場合は、あらかじめ提案者に通知す

ることにより、その一部又は全部を無償で使用(複製、転記又は転写をいう。)する

ことができるものとします。 

⑥ 参加登録に必要な書類、応募に必要な企画提案書類等の作成及び提出に係る費用等

の必要経費は、すべて提案者の負担とします。 

⑦ 参加申込後又は企画提案書類等の提出後、参加を辞退する場合は、速やかに書面(任

意様式)により、辞退の旨を事務局宛に提出してください。 

 

 

１０ . 選考の手続き 

 

(１)事業者の選考方法 

 選定委員会において評価し、その結果をもとに、審査の上優先交渉権者を選考しま

す。なお、エントリーが 1者のみの場合においても、 本審査基に基づき選考を行い

ます。 

① １次審査(書類審査) 

 １次審査は書類審査とし、９「応募の手続き」に記載してある参加登録に必要

な書類をもとに１次審査通過提案者を選考します。ただし、参加登録が５者以上

あった場合、エントリーシート(様式第５号)の内容、営業実績書(様式第８号)の

同種実績、類似実績と企画提案の概要(企画書Ａ)について比較し、次に掲げる選

考のポイントに基づき、１次審査通過提案者を５者程度に絞り込むことがありま

す。 

 なお、１次審査の結果については、参加登録のあった応募者全員に対して、書

面により通知するものとします。 

② ２次審査(プレゼンテーション及びヒアリング) 

 １次審査通過提案者からのプレゼンテーションを受け、必要に応じてヒアリン

グを実施します。なお、プレゼンテーション及びヒアリングは、非公開で行い、

説明者は４名までとします。プレゼンテーションは、企画提案書類等に基づいて

行い、パソコンやプロジェクタ等の機材を使用する場合には、事前にその旨を事

務局に申し出てください。プレゼンテーションは、制限時間を厳守して行います

ので、提出した企画提案書の内容について、事業内容を中心に正確かつ端的に説

明してください。 

 応募者からのプレゼンテーション時間は３０分以内(厳守)、審査員からのヒア

リング及び応答時間は３０分以内とします。 

 ２次審査において、次に掲げる選考のポイント及び審査基準に基づき、総合的

に審査し、本事業を最も適切に実施できると認める者を優先交渉権者として選定

し、その者を優先交渉権者とします。また、次点候補者も併せて選考します。 
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 選考後、優先交渉権者名及び次点候補者名を、本町ホームページに公表しま

す。また後日、応募者全員に郵送及び電子メールにより通知します。 

 なお、応募者から提出された参加登録書類及び企画提案書類等のうち、開示す

ることにより、当該法人又は当該個人の競争上の地位、財産権その他正当な利益

を害するおそれがあるもの(有田川町情報公開条例第 7条第 3号の規定)について

は開示しないものとします。 

 

(２) 選考のポイント 

① かなや明恵峡温泉は、本町の持つ施設の中でも最も集客力のある施設であり、こ

れまで発揮してきた公衆浴場としての機能を最大限に活かし、また提案者が有す

る独自のノウハウが反映された事業内容で、高い集客性・収益性と事業採算性が

見込める提案であるか。 

② 人々の集まる場や住民交流の場を創出し、地域の活性化や賑わいの創出が期待で

きる提案であるか。 

③ 本事業の実施により、当施設やまち全体の魅力発信、観光振興に貢献できる提案

であるか。 

④ 本事業の実施により、人々の消費行動を促進することが期待でき、域内消費及び

地域雇用の拡大に貢献できる提案であるか。また、地域の経済に好循環を生む提

案であるか。 

⑤ 本事業の運営等を適正かつ確実に実施するために必要な経済力、持続可能な経営

能力、技術力を有する者であるか。 

⑥ ＰＦＩ法及び公共施設等運営権の意義について十分理解している者であるか。 

⑦ 前各号に掲げるもののほか、実施方針で定める基準を満たしているか。 

 

 

(３) 審査基準 

① 審査項目と審査内容 

提案内容の審査基準は、下表のとおりです。本審査基準に基づき、2次審査を実

施しますので、プレゼンテーションはできるだけ審査内容に沿ったものとしてく

ださい。 
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【表１ 審査項目と審査内容及び配点】 

審査項目 審査内容 
配点 

(満点) 

提案者の業務遂行能力 

①施設運営能力 

②経営状況 

③組織及び人員体制 

30 点 

参入の姿勢 
①意欲・熱意 

②趣旨及び制度の理解度 

10 点 

経営計画 

①収支計画の具体性 

②事業の収益性と継続性 

③事業の将来性と発展性 

30 点 

サービス購入料の額 本町に求めるサービス購入料の額 10 点 

運営権対価の額 本町に納める運営権対価の見込み額 10 点 

企画提案 

①提案の独自性や集客性 

②地域活性化や住民交流への貢献 

③町全体への波及効果(まちづくり、観光振興等) 

④地域消費の拡大や地域雇用の創出等、地域内業者

との連携など地域への貢献 

60 点 

 

② 最低基準点 

１５０点満点中６０％(９０点)の評価点に満たない場合は失格となります。 

③ 採点方法 

上記【表１ 審査項目と審査内容及び配点】について、企画提案書類等、プレゼ

ンテーション及びヒアリングの内容により評価を行います。 

なお、各項目の採点にあたっては、【算出方法１】の計算方法により評価点を算

出します。また、審査項目のうち「サービス購入料の額(消費税込み)」について

は【算出方法２】の計算方法により、「運営権対価の額(消費税抜き)」について

は【算出方法３】の計算方法により、評価点を算出します。 
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【算出方法１】 

各提案者の配点 = 評価点の総和 ÷ 評価者数 

ただし、小数点第２位以下は四捨五入する。 

【算出方法２ サービス購入料の額】 

 

 

 

 

 

 

ただし、最低提案額が０円の場合、その額を１円と読み替えた上で算定します。 

 

【算出方法３ 運営権対価の額】 

 

 

 

 

 

 

ただし、最高提案額(消費税抜き・年額)が１００万円以下の場合、上記の計算式に

０.６を乗じた上で、各提案者に一律４.０点を加えたものを各提案者の評価点とする。 

最高提案額(消費税抜き・年額)が１００万円を超え、３００万円以下の場合、上記の

計算式に０.８を乗じた上で、各提案者に一律２.０点を加えたものを各提案者の評価点

とする。 

なお、サービス購入料及び運営権対価の評価点算出のシミュレーションについては、

「別表２ 価格点の算出例」に例示していますので、そちらもご参照ください。 

 

※配点の根拠となるサービス購入料及び運営権対価の金額については、算出根拠を十分

審議の上、実現性、信ぴょう性のある場合のみ採用しますので、単純に金額の大小を比

較するものではありません。 

 

  

最低提案額 
各提案者の評価点＝ ――――――――― × 配点 
           各提案者の提案額 

 

ただし、小数点第２位以下は四捨五入する。 

各提案者の提案額 
各提案者の評価点＝ ―――――――――― × 配点 
             最高提案額 

 

ただし、小数点第２位以下は四捨五入する。 
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１１ . 応募から事業者選考までのスケジュール 

 

 

 提案の応募から事業者選考までのスケジュールは、下表のとおりです。 

期限 内容 備考 

令和 6年 11 月 6 日(水) 募集要項の公表  

令和 6年 11 月 8 日(金)～12 月 13 日(金) 現地見学会 希望の日程を調整します。 

令和 6年 11 月 8 日(金)～12 月 27 日(金) 質問書の受付期間  

令和 7年 1月 10 日(金) (予定) 質問への回答 
回答はホームページで行い

ます。 

令和 7年 1月 17 日(金) 
参加登録書類の

提出締め切り 
 

令和 7年 1月 24 日(金) (予定) １次審査結果通知 

書面により通知します。 

(ホームページでは公表し

ません) 

令和 7年 2月 14 日(金) 
企画提案書類等の

提出締め切り 
 

令和 7年 2月 28 日(金) (予定) 
プレゼンテーショ

ン及びヒアリング 
 

令和 7年 3月 (予定) 
優先交渉権者等の

公表 
ホームページで公表します。 
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１２ .基本協定に関する事項 

 

(１) 企画提案内容の修正 

 優先交渉権者が企画提案した内容は、これを確約するものではありません。必要

に応じて修正等をしていただくことがあります。 

 

(２)基本協定の締結 

 優先交渉権者は、本町からの選定通知後、速やかに事業内容について本町と協議

を行います。運営事業の基本的事項について協議が成立した後、優先交渉権者が事

業予定者となり、本町との間で基本協定を締結していただきます。 

 基本協定の内容は、「資料３ 基本協定書(案)」を基本とします。 

 

(３)次点候補者の地位 

 優先交渉権者と契約等の合意に至らなかったとき又は優先交渉権者が辞退したと

きは、次点候補者が優先交渉権者に繰り上がるものとします。 

 

 

１３ .問合せ先（事務局） 

 

本募集要項の担当部署・問合せ窓口は以下の通りです。 

 

有田川町 産業振興部 商工観光課 （担当：九鬼、友石、川口） 

〒643-0153 

和歌山県有田郡有田川町中井原 136-2 

TEL 0737-22-4506 

電子メール n.syokokanko@town.aridagawa.lg.jp 

 

 

  

mailto:n.syokokanko@town.aridagawa.lg.jp
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■サービス購入料の対象区分 

項目 内容 対象 対象外 

改修設計及び工

事監理等に係る

費用 

施設の改修設計費及び工事監理費 〇  

改修設計及び工事監理に係る事前調査費用等 〇  

改修設計及び工事監理に係る間接経費等 〇  

施設整備に係る

費用 

改修工事に伴う共通仮設費等の間接経費 〇  

改修工事に伴う現場管理事務所等の仮設工事費 〇  

設備機器(空調、照明器具、衛生器具、厨房器具)等、

対象施設に常時固定される類のもの 
〇  

対象施設に取り付けられるカーテン、ブラインド、

サイン類 
〇  

対象施設に常時固定されない備品類(机・椅子、事

務機器、パソコン、テレビ、電話等)及び消耗品類 

 〇 

通信、放送設備等の対象施設への引き込みに係る

経費 
〇  

イメージアップ等に係るもののうち、対象施設に

常時固定されるもの。 
〇  

イメージアップ等に係るもののうち、対象施設に

常時固定されないもの。 

 〇 

対象施設の改修工事に伴う各種試験及び検査費 〇  

対象施設の改修工事に伴う各種許認可等、官公

庁への申請手続き費用 
〇  

運営に係る費用 

対象施設のプロモーション及び宣伝等に係る費用  〇 

運営権設定後の施設の整備、保全、維持管理、更新

経費等 

 〇 

運営権設定後の各種設備等の点検費用  〇 

その他 資金調達に係る手続き費用及び金利手数料等 〇  

※対象施設内に残存する備品類については、事業者が継続して使用できるものとします。

ただし、不要なものについては本町と協議の上、事業者が処分することが出来ることと

します。 

  

別表１ 
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■価格点の算出例 

(１)サービス購入料 

提案者 提案価格(税込み) 計算式  平価点 

A 社 1 億 5,000 万円 
15,000 

15,000 
× 10 10.0 

B 社 2 億 1,000 万円 
15,000 

21,000 
× 10 7.2 

C 社 2 億 6,000 万円 
15,000 

26,000 
× 10 5.8 

 

(２) 運営権対価（年額） 

例示パターン１（最高提案額が３００万円を超えた場合） 

提案者 提案価格（税抜き） 計算式 評価点 

A 社 0 円 
0 

350 
×10 0.0 

B 社 150 万円 
150 

350 
×10 4.3 

C 社 350 万円 
350 

350 
×10 10.0 

 

例示パターン２（最高提案額が１００万円を超え、３００万円以下の場合） 

提案者 提案価格（税抜き） 計算式 評価点 

A 社 0 円 
0 

250 
×10×0.8+2.0 2.0 

B 社 150 万円 
150 

250 
×10×0.8+2.0 6.8 

C 社 250 万円 
250 

250 
×10×0.8+2.0 10.0 

 

例示パターン３（最高提案額が１００万円以下の場合） 

提案者 提案価格（税抜き） 計算式 評価点 

A 社 0 円 
0 

80 
×10×0.6+4.0 4.0 

B 社 40 万円 
40 

80 
×10×0.6+4.0 7.0 

C 社 80 万円 
80 

80 
×10×0.6+4.0 10.0 

別表２ 
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